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１．はじめに 

 ダブルスリップスイッチ（DSS）などの特殊分岐器

は、普通分岐器と比べて構造が複雑であるため故障

発生率が高い。そこで、JR 東日本では特殊分岐器の

構造を強化するとともに詳細な保守管理手法を制定

し、故障発生率の削減に効果を上げている 1)。本稿

では、このうち DSS スリップポイントのトングレー

ル先端付近で発生する軌道短絡を解消するために行

った開発について報告する。 

 
２．軌道短絡の発生状況と対策の検討 

2.1 軌道短絡の発生状況 

 DSS スリップポイントのトングレール先端付近で

発生する軌道短絡の事例を図―１に示す。図―１に

おいて、例えば左スリップトングレールと右スリッ

プトングレールが相互に接触すると軌道短絡となる。

これは、両レールの軌道回路上の極性が異なるため

である（図―２）。 

  
 

 

 

また、軌道短絡となるのはトングレール相互の接

触だけでなく、トングレールに取り付けられている

各部品（連結板、転てつ棒、連結板取付ボルト、肘

金、肘金取付ボルト）相互及びこれらと基本レール

との接触によって発生することもある。 

2.2 軌道短絡の発生原因 

これらの接触が発生する原因として、レールふく

進、まくらぎの間隔・直角移動、軌道変位などが限

度を超えた場合や競合した場合に発生することがわ

かっている。 

また、その機構的問題としてスリップポイントの

転換途中に一時的に両者が接触して信号が煽る場合

がある。その原因は、左右のスイッチアジャスタの

調整のタイミングや、特に弾性ポイントのトングレ

ールが自らの復元力でストローク中央付近へ戻ろう

とする特性により、後方側トングレールが先に転換

を開始するためである。 

2.3 対策案の検討 

軌道短絡の発生防止対策として、前項に挙げた各

種変位の整正とスイッチアジャスタの適切な調整を

行うことが基本であるが、これらが競合した場合は

従来の保守限度値では捕捉できないことがある。ま

た、連結板取付ボルト等を短くする、連結板をゴム

で被覆するなどの応急的な対策も行ったが、軌道短

絡が再発していた。 

そこで、連結板とトングレール本体の間に絶縁物

を介在させて転てつ棒と連結板を電気的に中性（無

極）化し、かつ連結板に突起を設けて「もし左右の

部材が接触するとしても、必ず連結板の突起同士だ

けが接触する」構造を考案した（図―３）。 
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（図―２）DSSスリップポイント部の極性（薄部と濃部が異極） 

（図―３）軌間絶縁の二重系化と突起設置による軌道短絡解消策 

（図―１）DSSスリップポイントにおける軌道短絡の事例 

拡大 

左右のスリップトングが接触→短絡 

（電気的に無極（最薄部）の連結板突起同士だけが必ず接触） 
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３．開発品の構造上の特徴と性能確認試験 

今回開発品の構造上の特徴を以下に示す。 

(1) 転てつ棒と連結板を電気的に無極とした。 

(2) 連結板に設ける突起の寸法は、両連結板突起間の

距離が他の各部材間の最短距離より狭いことと、

軌間拡大 7mm、製作公差、レールふく進±15mm

を考慮して、両突起間の設計上の隙間を 10mm と

し、両突起接触時の最小隙間 2.4mm を確保した

（図―４）。 

(3) 連結板と転てつ棒を結合する部材はピン構造と

して現場での解体作業を不要とした。 

(4) 転てつ棒中央の軌間絶縁を解消して一体物とし、

スイッチアジャスタロッドとの絶縁は腕金具と

の間に設けた。 

(5) 転てつ棒に、絶縁物によるトングレール跳ね上が

り防止構造を設けた。 

(6) 既設の DSS からの取替え部品を必要最小限（転て
つ棒、連結板、腕金具、付属のボルト類）とした。 

  

＜通常時＞           ＜突起接触時＞ 

 

 

４．性能確認試験 

開発品の工場内性能試験として、転換性能試験、

レールふく進試験、高低・通り変位試験を行った。

測定項目は、各試験条件での左右部材間の最短距離

等の各寸法、ポイン

ト転換力、部材間通

電の有無、部材応力

とした。 

試験結果は全般的

に良好であったが、

ここでは紙面の都合

上、部材間通電試験

の測定項目を図―５に示す。なお、本来接触しない B

～E には金物を挟んで通電させた。結果は、表―１に

示す通り接触条件N0.1,2では通電しないことを確認

した。 

 

No. 接触状態 通電の有無 備考（符号の説明） 
1 A 無し A:左右連結板突起間 
2 A+B 無し B:左連結板と右トング 
3 A+B+C 通電 C:右連結板と左トング 
4 D 通電 D:左右連結板ボルト間 
5 E 通電 E:左右肘金ボルト間 

 

５．営業線試験敷設とその後の経過  

工場内試験の結果が良好であったことから、同種

故障が繰り返し発生していた東北本線上野駅構内

269,270 号分岐器（DSS60 可 12-101(改)、転換回数：

41 回/日、通トン：11.1 百万トン/年）に、2005 年 9

月 28 日夜、試験敷設した（図―６）。2007 年 4 月現

在、敷設後約 1 年半が経過し特にトラブルもなく使

用中である。 

  

＜開発品全景＞        ＜スリップ部拡大＞ 

（図―６）開発品の試験敷設状況（上野駅構内 269,270号） 

 

６．まとめ  

 本開発の成果を以下に示す。 

(1)DSS スリップポイントの左右スリップトングレー

ル等の接触による軌道短絡を解消する連結板・転

てつ棒を開発した。 

(2)工場内性能試験の結果、所定の効果が得られるこ

とを確認した。 

(3)開発試作品を東北本線上野駅構内DSSに試験敷設

し、約 1年半が経過し良好である。 

 本開発品の使用状況が良好であることから、今後

は全社的な展開を行っていきたい。 
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（表―1）部材間通電試験結果 

（図―４）連結板突起の接触状態（最小 2.4mmの隙間を確保） 

（図―５）部材間通電試験測定箇所 
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